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改正育児・介護休業法のポイント
１ 育児・介護休業法の改正と施行

男女とも仕事と育児・介護を両立できるよう，

令和６年の通常国会で，育児・介護休業法や雇

用保険法といった企業の人事労務に影響する法

律が改正されました。

改正法は令和７年４月又は１０月に施行されるも

のが多く，今回は，育児関連の改正について施

行までに押さえておくべきポイントをご紹介しま

す。

２ 令和７年４月施行について

(1) 子の看護休暇の見直し

子の看護休暇は，負傷し，若しくは疾病にか

かった子の世話又は疾病の予防を図るために

必要な世話を行う労働者に対し与えられる休暇

ですが，対象となる子の範囲が小学校３年生

までに拡大し，取得事由が感染症に伴う学級

閉鎖等や入園（入学）式，卒園式にも拡大さ

れました。

これによりこの看護休暇の名称は「子の看

護等休暇」に変更されます。

(2) 所定外労働の制限の対象拡大

育児・介護休業法の定めにより，労働基準

法上，労働時間の延長ができる場合において

も，対象の労働者から請求があった場合，原

則事業主は当該労働者に所定外労働を行わせ

ることができませんが，請求可能となる労働者

の対象範囲が,小学校就学前の子を養育する

労働者に拡大します。

(3) 育児のためのテレワーク導入の努力義務化

３歳未満の子を養育する労働者がテレワーク

を選択できるよう，事業主として，措置を講ず

ることが努力義務化されます。

(4) 育児短時間勤務の代替措置

これまでも，代替措置としてフレックスタイム

制や時差出勤制度などがありましたが，今回の

改正でテレワークが追加されます。

(5) 育児休業取得状況公表義務の対象企業拡大

現行の育児・介護休業法では，従業員が１

０００人を超える企業に対し，男性労働者の育

児休業等の取得状況を年１回公表することが義

務付けられていますが，これが従業員数３００

人超の企業に拡大されます。

３ 令和７年１０月施行について

(1) 柔軟な働き方を実現するための措置の義務
付け

事業主は，３歳から小学校就学前の子を養

育する労働者に対して，５つの「選択して講

ずべき措置」（始業時刻等の変更，テレワー

ク等，保育施設の設置運営等，就業しつつ

子を養育することを容易にするための休暇の

付与，短時間勤務制度）の中から，２つ以上

を選択し，その措置をとる必要があります。

労働者は，事業主が講じた措置の中から

１つを選択して利用することができます。

また，事業主は，選択した制度に関する事

項（措置の内容や申し出先等）についての

周知と制度利用の意向確認を個別に行う必要

があります。

(2) 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取
・配慮の義務化

事業主は，労働者が本人または配偶者の妊

娠・出産等の申出時や子が３歳の誕生日の１

か月前までの１年間に，労働者の仕事と育児

の両立に関して，個別の意向聴取・配慮が

義務付られます。

４ おわりに

育児・介護休業法の改正は令和３年以来となり

ます。

令和３年改正では育児休業に関する改正が中心

でしたが，今回の改正では，男女の労働者がと

もに育児や介護と仕事を両立できるように，様々

な点から改正が行われています。

多岐にわたる改正点のポイント

を押さえ，施行までに準備してお

くことをおすすめします。

執筆 弁護士 林 揚子
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【士業限定】顧問弁護士サービス『弁護士プラス』月額5,500円
先生方の業務に、弁護士のちからをプラスしてみませんか？ 私たち弁護士法人ナラハでは、士業の先生方

限定で、月額 5,500 円（税込み）の顧問弁護士サービス『弁護士プラス』を提供しております。（通常の顧問

弁護士サービスは、月額 38,500円～）。『弁護士プラス』をご契約いただくと、対面はもちろん、電話でのご相

談が可能です。対面（事務所相談）限定にはなりますが、先生方の関与先様の法律相談（先生のご同行必要）

なども追加料金なしで対応させていただきます。ぜひ、導入をご検討ください！

【サービス内容】

①対面、電話による法律相談、②先生方の関与先様に対する法律相談（対面限定、先生のご同行必要）、

③先生の従業員様に対する法律相談（対面限定）、④先生ご自身がご契約者である契約書のチェック、

⑤ニュースレター送付 など

御問合わせ：info@naraha-law.jp TEL/0742-81-3323

■ コラム ■

春が来た

「今週も日本列島に強烈な寒波が襲来します」というニュース，舞い積る雪。

寒さが苦手な私は，春が待ち遠しくて仕方ありませんでした。

３月に入り，ようやく寒さが和らぎ，日差しが暖かく感じられるようになりまし

た。

先日，暖かな陽光に誘われて，ふと事務所の周辺を散歩してみました。すると，菅原天満宮

の境内で梅の花が咲いているのを見つけました。境内には，花見をしている人々の笑顔が溢れ

ていました。美しく咲く梅の花に，人々の笑顔に，心が温まり，私も思わず笑顔になりました。

弁護士 金丸 有希

〒631-0824 奈良市西大寺南町8番33号奈良商工会議所会館1階
TEL 0742-81-3323 FAX 0742-81-3324（奈良弁護士会所属）

ニュースレター不要の場合 送付停止 E-mail : info@naraha-law.jp

藤木秀行 林揚子 田辺美紀 金丸有希 市ノ木山朋矩

いずれも奈良弁護士会所属
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